
【事業名】分散電源等エネルギーマネジメント制御システムの開発による電気・熱利用の最適化とCO2削減実証研究（領域Ⅰ） 

【代表者】（公財）本庄早稲田国際リサーチパーク 事務局長 荒川 正夫 【実施予定年度】平成23～25年度 

平成26年5月23日 

(1)事業概要 
①【事業概要】 
さまざまな分散電源の組み合わせに対応する電気・熱・情報を一元管理する分散電源
等エネルギーマネジメント制御システムを開発し、再生可能エネルギーの導入や燃料
電池を活用したコミュニティレベルでの分散型電源の実証により既存店舗と比較して
CO2を45％以上削減するモデルを提示する。 

併せて、次世代型エネルギー普及時代における新しい社会制度設計の基盤構築を行
い、次世代のスマートエネルギータウンを目に見える形で実現する。 

③【技術開発の詳細】 

②【期待されるＣＯ２削減効果】 

 

○2020年時点の削減効果：71万[t-CO2/年] （試算方法パターン A-a，Ⅱ-ⅱ） 
 

・ベースライン：①一般電力・ガス消費に伴うCO2排出量=1,270t-CO2/年 

・本システム：③SOFC（33ｋW）＋④ガスエンジン（150ｋW）＋⑤太陽光発電（138ｋW） 
  ＋⑥吸着式冷凍機（150ｋW）= 986t-CO2/年 

・CO2削減量 ＝ 284t-CO2/年 

2020年度には、商業施設、オフィス、医療・介護施設等、2,500施設への導入を目標とする。 

・CO2削減量 284t-CO2/年×2,500店舗＝ 71万t-CO2/年 

(１)分散電源等エネルギーマネジメント制御システムの開発 

 さまざまな分散電源の組み合わせに対応するエネルギーマネジメント制御システムを 

 開発し、電気・熱・情報を1元管理する共通プラットフォームを開発。 

(２)ＣＯ2を45％以上削減する複合型商業施設モデルを提示 

 分散電源システム： 太陽光発電＋固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）＋ガスエンジン発電  

 ＋ 吸着式冷凍機＋リチウムイオン蓄電池。分散電源＋多地点間熱利用モデルを提示。 

(３)電力・熱の建物間法人間融通に関する社会的課題検討 

 分散電源の普及に伴うエネルギーの相互利用における法的問題、会計税務的問題 

 等、課金制度構築上の社会的課題について整理。 

④【システム構成】 

開発したEMSの画面 

太陽光発電 ３kW 太陽熱集熱 ９kW 

ガスコジェネ 

発電9.9kW 

熱量 １７kW 

吸着冷凍機 

熱量10kW 

温水蓄熱タンク  

４ｍ３ 

蓄冷槽 14kWh 

実証棟設備 

ショーケース 6台 厨房機器 4台 ファンコイル ２台 

エアコン 4台 

換気扇 3台 

照明 23台 

食器洗浄機 1台 ガスレンジ 1台 

デシカント空調 



(２)事業の必要性 （３）事業の効率性 

①【技術的意義】 

 燃料電池やガスエンジン、太陽光発電等の分散電源機器は、現在、個別メーカごとに
インバータや熱マネジメント等の制御システムを開発しており、共通のプラットフォームが
存在しないことが普及の障害となっている。本事業で開発する「分散電源等エネルギー
マネジメント制御システム」は、個々の機器の上位システムに位置し、さまざまな分散電
源機器を制御するための共通システムであり、これにより再生可能エネルギーの大量
導入とそれらを用いた分散電源システムの普及が加速される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②【社会的意義】 
○地域の中で分散型電源を導入し、エネルギー融通を行うことで大幅なCO2削減が期 

待できるが、現行の「温対法」では報告義務は課されているものの、削減義務ではない
ためその効果は限定的となっている。 

○HEMS,BEMS等のエネルギーマネジメントシステムは主たる機能が「見える化」にと 

どまり、現行の法体系においてはコスト増要因となり普及が進んでいない。 

○「温対法」 の中でCO2削減が義務付けされると、EMSの必要性が高まることが想定 

される。また本事業で開発するEMSに搭載予定の機能「需給最適化」や「アラート機 

能」等、直接CO2削減に寄与する機能・サービスは必須のものとなり、CO2削減に大き 

く貢献することが期待できる。 

○特にエネルギー供給会社において、CO2削減が進むと、地域全体のCO2が低減でき
ることから、その効果は非常に大きい。また、エネルギー供給会社における削減対策と 

して、EMSの導入はイニシャルのコスト負担も少なく、CO2削減の義務化により積極的 

導入が期待される。 

（公財）本庄早稲田国際 

リサーチパーク 

日本電気㈱ 

技術開発代表者 

共同実施者 

①環境省事業「非接触給電方
式による電動マイクロバスの
開発および実証試験」につい
て2年間の実証試験業務実績。 

② 埼玉県「次世代型自動車
技術開発支援事業」1年間の
プロジェクト代表実績あり 

早稲田大学 

㈱前川製作所 

㈱スマート 

エナジー 

（分散電源等エネルギーマネジメ
ント制御システムの開発） 
エネルギーマネジメント制御シス
テム分野について10年間の業務
実績あり。 

（分散電源システム設計・開発・
評価） 
①環境省・NEDO事業等による
水素ー製造－精製・貯蔵－利用
技術開発、燃料電池内部化学反
応解析モデル等、水素エネル
ギー分野について10年以上の実
績あり。 

（電力・熱の建物間法人間融通に 

関する社会的課題検討） 
排出権取引制度、カーボンオフ
セット等に関する事業実績あり。 

共同実施者 

共同実施者 

①【実施体制】 
 

②【実施計画】 

H23年度 H24年度 H25年度 

分散電源等エネルギーマネジ
メント制御システム 

35,100 57,300 93,450 

分散電源システム設計・開発・
評価 

16,320 12,870 11,260 

電力・熱の建物間法人間融通
に関する社会的課題検討 

11,700 4,160 5,250 

全体システム構築（分散電源
機器含む）・評価・実証試験 

71,880 75,670 42,615 

合計 135,000 150,000 152,575 



(４)事業の有効性 

○事業展開における普及の見込み（～2020年） 
 実用化段階コスト目標：初期費用50万円／契約。月額費用33万円／サイト 

①【目標設定・達成可能性】 
○過去の実績 

【エネルギーマネジメントシステム】日本電気株式会社（NEC） 
・PCの消費電力「見える化」と最適制御を行う「エネパルPC」を商品化済み(2010年) 

・オフィスビルのエネルギー消費「見える化」と最適制御のためのデータ取得・分析を行う  
「エネパルOffice」のプロトタイプを構築(2011年) 

【分散電源システム・電熱制御技術】早稲田大学 

・環境省地球温暖化対策技術開発事業「本庄・早稲田地域でのＧ（グリーン）水素モデル 
社会の構築」(2004-2007)、将来的な水素利用社会モデルを先行的に本地域で実証する
ことを目的に、地域資源を活用した水素の製造～精製・貯蔵・輸送～利用の各々の研究
開発及び実証事業を本地域で行った。 

・ＮＥＤＯ「新エネルギーベンチャー技術革新事業（リチウムイオンキャパシタを適用した太
陽光発電の出力安定化に関する技術開発）」（2009-2010）、将来的な太陽光発電の大量
導入に向けて、発電による瞬間的な負荷変動の平準化を目的としたリチウムイオンキャパ
シタによる電力制御技術の開発を実施した。 

○最終的な目標： 
 仕様：分散電源発電能力21.25kW（太陽光9kW、ガスエンジン10kW、SOFC2.25kW 

            熱利用 33.26kW（太陽熱集熱15kW、ガスエンジン16.8kW、SOFC1.46kW） 
  CO2削減：分散型電源システムによるCO2削減目標35％以上（従来型システム比） 
        エネルギーマネジメント制御による追加のCO2削減目標10％以上 

         
②【事業化・普及の見込み】 
○事業化計画 

 ・ 2016年までに、商業施設に導入し、追加実証を実施。 

 ・ 2017年までに、標準化及び汎用化を進め、安価に提供できる「普及版」の開発に着手。 

 ・ 2019年を目処として、「普及版」を商用化。 

 ・ 2020年以降、順次オフィスや医療・介護施設等の他分野へ対象を拡大。 

○開発技術の展開について  

本事業で開発する「分散電源等エネルギーマネジメント制御システム」は、今回実証を
行う商業施設モデル以外にも、将来的にオフィスや工場、住宅向けにも応用が可能で
ある。また、制御システムの機能を拡張することにより地域全体のエネルギーマネジメ
ントへの展開が可能であり、CO2削減効果の拡大が見込まれる。 

 普及にあたっては、社会システム基盤の検討結果を踏まえ、NECのグローバル＆ク

ラウドサービス基盤を利用することにより「通信基盤」「認証基盤」「決済基盤」「決済シ
ステム」等の機能を付加することが可能である。 

 これにより、安価なサービスをグローバルに提供し、普及を促進していく。 

(５)事業終了後の展開 

年度 2014 2015 2016 2017 2020 

目標導入 

台数(サイト) 

1 3 20 200 2,500 

目標価格 

(万円/サイト/ 

月) 

120 100 80 60 33 

CO2削減量 

(t-CO2/年) 

284 852 5,680 56,800 710,000 



CO2排出削減対策技術開発評価委員会による終了課題事後評価の結果

・ 評価点 6.4点 （10点満点中）

・ 評価コメント
– 計画どおり事業が実施されており、当初の目標は概ね達成されている。

– いまだ実証棟における技術検証の段階であり、2016年に20施設への導入という目標に向け、更に取組を加速さ
せること。

– 今後の実用化に向けては、適切なコミュニティー単位やスケールを設定し、着実な普及拡大に努めること。


